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議案第１２７号

福岡市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する条例案

　上記の議案を提出する。

平成２８年６月１４日

福岡市長　髙　　島　　宗 一 郎

理由

　この条例案を提出したのは，介護保険法に基づく介護予防・日常生活支援総合事業の実施

について必要な事項を定める必要があるによる。

福岡市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する条例

　（趣旨）

第１条　この条例は，介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の４５

第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の実施に

ついて，法，介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）その

他別に定めがあるもののほか，必要な事項を定めるものとする。

　（定義）

第２条　この条例において使用する用語の意義は，法及び省令の例による。

　（総合事業の目的）

第３条　市は，住民等の多様な主体が参画し，多様な介護予防や生活支援のサービスを充実

させることにより，地域の支え合い体制づくりを推進し，要支援者等に対する効果的かつ

効率的な支援等を可能とするため，総合事業を実施するものとする。

　（総合事業の内容）

第４条　市は，前条の目的を達成するため総合事業として，次に掲げる事業を行うものとす

る。

⑴　法第１１５条の４５第１項第１号に規定する第１号事業（以下「第１号事業」という。）の

うち次に掲げる事業

　　ア　第１号訪問事業
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　　イ　第１号通所事業

　　ウ　第１号介護予防支援事業

⑵　法第１１５条の４５第１項第２号に規定する事業

　（第１号事業の利用）

第５条　第１号事業を利用しようとする者（法第１１５条の４５第１項第１号に規定する居宅要

支援被保険者等を除く。）は，法第３２条の規定による要支援認定を受けなければならない。

　（事業対象者の判定）

第６条　第１号事業を利用している居宅要支援被保険者又は法第５３条第１項の規定により介

護予防サービスを受けている居宅要支援被保険者であって，現に受けている要支援認定の

有効期間の満了に当たり，法第３３条第２項の規定による要支援認定の更新の申請を行わな

いものは，市長に対し，省令第１４０条の６２の４第２号に規定する第１号被保険者（以下「事

業対象者」という。）に該当することの判定を求めることができる。

２　市長は，前項の規定により事業対象者に該当することの判定を受けた者について，その

心身の状況等に応じて必要があると認めるときは，再度判定を行うものとする。

３　前２項の規定による判定が行われた後，事業対象者が次の各号のいずれかに該当するに

至った場合は，当該判定は，その効力を失う。

⑴　第１号事業を継続して１２月間利用していない場合

⑵　要支援認定又は法第２７条の規定による要介護認定の申請を行った場合

　（委任）

第７条　この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この条例は，平成２９年４月１日から施行する。

　（準備行為）

２　市長は，この条例の公布の日以後においては，この条例の施行の日前においても，総合

事業の実施に必要な準備を行うことができる。


